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第２ 子育て、医療・介護・福祉等の強化による安心の確保 

 

１ 子育て                           １，０７９億円 

子どもや子育てを社会全体で支え、子どもの良質な成育環境を保障するとともに、

出産、子育て、就労についての国民の希望が実現できる環境を整備する。 
 

  ＜具体的な措置＞  
 

○保育サービス等の基盤の整備と児童虐待の防止           ９６８億円 

「安心こども基金」を積み増すとともに事業実施期限を平成 23 年度末まで延

長する。 

・保育サービス等の充実 

 待機児童の解消を目指す「子ども・子育てビジョン」の目標達成に必要な保

育所の整備事業等を実施する（年間約５万人の受入れ定員増）。 

・すべての家庭を対象とした地域子育て支援の充実 

  地域の創意工夫による地域の子育て力を育む取組や体制整備等を充実する。 

・児童虐待防止対策の強化 

 子どもの安全確認の強化のための児童相談所や市町村の補助職員の雇い上げ

や広報啓発、児童相談所や市町村の職員の資質の向上などを実施する。 

 

○妊婦健診に対する公費助成の継続等                １１２億円 

妊婦が必要な回数（14 回程度）の健診が受けられるよう支援するための基金を

積み増し、来年度も公費助成を継続できるようにする。また、成人Ｔ細胞白血病

等の原因となるウイルス「ＨＴＬＶ－１」対策として、妊婦健診への抗体検査の

追加、医療従事者等に対する研修会の開催、マニュアル・啓発用資料の配布を行

う。 

 

円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策関連 



安心こども基金の積み増し・延長

社会全体で子育てを支える社会を実現するとともに、就労しながら子育てしたい家庭を支える
ため、待機児童ゼロ等を目指す「子ども・子育てビジョン」（平成22年１月29日閣議決定）
の達成に必要な取り組みを促進し、保育サービス等の基盤整備を図る。

2700億円 → 3700億円
（厚労省分2591億円,文科省分109億円） （厚労省分3559億円,文科省分141億円）

安心こども基金について、積み増すとともに実施期限を延長する

保育サービス等の充実 ６００億円
（厚労省分568億円,文科省分32億円）

待機児童の解消を目指す「子ども・子育てビ
ジョン」の目標達成に必要な保育所の整備事
業等を実施（年間約５万人の受入れ定員増）

※ 平成23年度末まで延長。なお、保育所の整備事業等については、23年度中に工事に
着手し、24年度に完了等が見込まれる場合には助成対象とする。

社会的養護の推進

児童養護施設等の生活環境の改善、職員の資
質の向上、退所児童等の就業支援 など

児童虐待防止対策の強化 １００億円
子どもの安全確認の強化のための補助職員の雇
い上げや広報啓発、児童相談所や市町村の職員
の資質の向上 など

すべての家庭を対象とした
地域子育て支援の充実 ３００億円

地域の創意工夫により地域の子育て力を育む
取組等を充実

ひとり親家庭等の支援
厳しい雇用情勢下で、資格取得支援とその
間の生活保障、在宅就業支援 など

（
事
業
の
継
続
）

積み増し・延長の概要＜積み増し額1000億円(厚労省分968億円,文科省分32億円)＞



国
１／２

９回

個人負担又は
市町村の任意助成

＜平成20年度第二次補正前＞ ＜平成２２年度補正予算＞

国庫補助

地方財政
措置

妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受けられるよ

う、地方財政措置されていなかった残りの９回分について、平成２０年度第二次補正予算（７９０億円）により、都

道府県に妊婦健康診査支援基金を造成し、国庫補助（１／２）と地方財政措置（１／２）により支援。

（事業実施期限：平成２２年度末）

妊婦健康診査支援基金について、実施期限を延長するとともに、積み増しを実施（１１１億円）
妊婦健診（ＨＴＬＶ－１抗体検査を含む）の公費助成を平成２３年度も継続

保健指導・カウンセリングの体制づくりとして、以下を実施（２５百万円）

・マニュアル（医師向け、保健師等向け）の印刷・配布
・妊婦向けリーフレットの作成・配布
・ＨＴＬＶ－１対策研修会の実施

妊婦健康診査支援基金の延長・積み増し等について

２． ＨＴＬＶ－１母子感染予防対策について

１．妊婦健康診査支援基金について

５回
市町村

５回
市町村

市町村
１／２

９回平成２２年度
補正予算

１１１億円
積み増し
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平成２３年度 雇用均等・児童家庭局 

予 算 案 の 概 要 
 

 

 

 

 

 次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援するため、子育て

に係る経済的負担の軽減や安心して子育てができる環境整備のための施策など、

総合的な子ども・子育て支援を推進する。 

 また、働き方の見直しによる仕事と家庭の両立の実現に向け、育児･介護休業制

度の定着促進を図るとともに、企業への適正な制度運用に関する指導等を行う体

制の整備、両立支援に取り組む事業主への支援など、育児･介護期における仕事と

家庭の両立支援対策を推進する。 

 さらに、男女雇用機会均等の更なる推進やパートタイム労働者の均衡待遇確保

などにより、公正かつ多様な働き方の実現を図る。 

 

 

《主要事項》 
 
   

１ 子ども手当の充実 

２ 待機児童の解消に向けた保育サービスと放課後児童対策等の充実 

３ 母子保健医療対策の充実 

４ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

５ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

６ 育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備（「仕事と家庭の両立   

 実現化プログラム」の実施） 
 

 

 

 

 

１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進 

２ 育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備（「仕事と家庭の両 

 立実現化プログラム」の実施）（再掲） 

３ パートタイム労働者等の均衡待遇の確保と正社員転換の推進 

４ 多様な働き方に対する支援の充実 

安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境のの整整備備ななどど総総合合的的なな次次世世代代育育成成支支援援  

対対策策のの推推進進、、仕仕事事とと生生活活のの調調和和とと公公正正かかつつ多多様様なな働働きき方方のの実実現現  
  

安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境のの整整備備ななどど総総合合的的なな次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの推推進進 

安安定定ししたた雇雇用用・・生生活活のの実実現現とと安安心心・・納納得得ししてて働働くくここととののででききるる環環境境整整備備 
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○予算額の状況 
 

 ２２年度予算額 ２３年度予算(案)額 伸び率 

 
 
局 合 計 
 
 

一般会計 

 

 

特別会計 

 
 

年金特別会計 

  児童手当及び 

  子ども手当勘定 

うち児童育成事業費 

 

 

労働保険特別会計 

労災勘定 

雇用勘定 

 

 

 

 

２２，８６１億円 

 

 

２１，９６０億円 

 

 

９０２億円 

 

 

 

 

 

７６４億円 

 

 

１３７億円 

６億円 

１３１億円 

 

 

 

２７，７３８億円 

 

 

２６，８８０億円 

 

 

８５８億円 

 

 

 

 

 

７２４億円 

 

 

１３４億円 

５億円 

１２８億円 

 

 

２１．３％ 

 

 

２２．４％ 

 

 

▲４．８％ 

 

 

 

 

 

▲５．２％ 

 

 

▲２．９％ 

▲１６．６％ 

▲２．２％ 

 

※ 数値は端数処理の関係上一致しないものがある。 
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１ 子ども手当の充実 

 

            《１兆４，７２２億２８百万円→２兆７７億４４百万円》 
 

 

 

 

○ 子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成 23年度予算に計上 

 するとともに、平成 23年度分の支給のための所要の法律案を平成 23年通常国会 

 に提出する（給付費分１兆 9,479億円、事務費分 99億円、現物サービス分 500億 

 円）。 

 

 

 

 

 

 

○ 現金給付に関しては、 

 ① ３歳未満の子ども一人につき月額 20,000円を、３歳以上中学校修了までの子 

  ども一人につき月額 13,000円を支給する。 

 ② 子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みと 

  し、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が 

  費用を負担する。 

 ③ ②以外の費用については、全額を国庫が負担する。 

 

○ 地方が地方独自の子育て支援サービス（現物サービス）や待機児童対策（最低 

 基準を満たす認可外保育施設への支援等）を新たに実施するために使えるよう、 

 次世代育成支援対策交付金を改組し、新たな交付金を設ける。（５００億円） 

 
（注１）保育料を子ども手当から直接徴収できるようにする。また、学校給食費については本人 

   の同意により子ども手当から納付することができる仕組みとし、実効性が上がるような取 

   組みを行う。 

（注２）支給対象となる子どもは、留学中の場合等を除き、国内に居住していることを要件とす 

   る。    

（注３）児童養護施設に入所している子ども等についても、法律に基づき支給する。 

（注４）所得制限は設けない。 

（注５）公務員については、所属庁から支給する。 

安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境のの整整備備ななどど総総合合的的なな次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの推推進進 

うち、給付費分：１兆９，４７８億７３百万円（１兆４，５５５億９４百万円） 
   事務費分：     ９８億７１百万円（    １６６億３４百万円） 
   現物サービス分： ５００億００百万円（新規） 

給付費総額 2兆 9,356億円*1*2 

     *1  上記のうち、国負担分 2兆 2,077億円(厚生労働省予算 1兆 9,479億円、国家公務 

     員分 560億円、地方特例交付金 2,038億円) 

    *2 上記のうち、平成 23年度上積み分給付費 2,085億円(全額国費、10か月分)を含 

     む(12ケ月分の場合約 2,500億円)。 
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（注６）現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資に実施する。 

（注７）平成 24年度以降における子ども手当の支給については、平成 24年度予算編成過程にお 

   いて改めて検討し、その結果に基づいて所要の法律案を平成 24年通常国会に提出する。 

 

【参考】別紙「５大臣合意」（平成２２年１２月２０日） 

 

 

２ 待機児童の解消に向けた保育サービスと放課後児童対策の充実 

《４１５，５２２百万円→４４０，７９９百万円》 
          

（１）待機児童解消策の推進など保育サービスの充実 

                       ４１０，０４８百万円 

  ① 待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数の拡大を図るとともに、保 

    護者や地域の実情に応じた多様な保育サービスを提供するため、家庭的保育（保 

       育ママ）や延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などの充実を図る。 

  

② また、平成 22年 11月 29日に取りまとめられた「待機児童ゼロ特命チーム」 

 の「国と自治体が一体的に取り組む待機児童解消「先取り」プロジェクト」を 

 推進するため、現物サービスを拡大するための新たな交付金（再掲、新規 500 

 億円）のうち 100億円程度を充てるとともに、22年度補正予算で 1000億円を追 

 加した「安心こども基金」（23年度末までカバー、都道府県に設置）から 100億 

 円程度を施設整備等に充てることにより、23年度は計 200億円程度を措置。 

 

（２）放課後児童対策の充実           ３０，７５０百万円 

 総合的な放課後児童対策（放課後子どもプラン）の着実な推進を図るとともに、

保育サービスの利用者が就学後に引き続きサービスを受けられるよう、放課後児

童クラブの箇所数の増（24,872箇所→25,591箇所）や開設時間の延長の促進など、

放課後児童対策の拡充を図る（「小１の壁」の解消）。 

 

 

３ 母子保健医療対策の充実           

       《２３，０５８百万円→２６，２０４百万円》 

 

（１）不妊治療等への支援【一部特別枠】      ９，８７１百万円 

 医療保険が適用されず、高額の治療費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費

用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図る（従来１回あたり 15 万円を年２回、

通算５年までのところを、１年目は年３回まで対象回数を拡大（通算５年、通算

10回を超えない））などの支援を行う。 
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（参考）【平成 22年度補正予算】 

○妊婦健診に対する公費助成の継続              １１１億円 

  平成 22 年度補正予算において積み増しを行い、平成 23 年度も継続する妊

婦健康診査支援基金により、引き続き、妊婦が必要な回数（14 回程度）の健

診が受けられるよう支援する。 

 

（２）小児の慢性疾患等への支援         １６，１１０百万円 

 小児期における小児がんなどの特定の疾患の治療の確立と普及を図るとともに、

患者家庭の医療費の負担を軽減する。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施

する。 

 

 

４ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

           《１７６，４３２百万円→１８５，５１８百万円》 

 

（１）ひとり親家庭の就業・生活支援等の推進     ３，６１４百万円 

 

  ①自立のための就業支援等の推進              ３，５３８百万円 

 母子家庭等の自立を推進するため、地域の実情に応じた就業支援・生活支援の

事業を推進する。また、ハローワーク等と連携し、個々の家庭の状況・ニーズに

応じた自立支援プログラムを策定する事業については、父子家庭についても当該

事業の対象にするなどの充実を図る。 

 

  ②養育費確保の推進                       ６０百万円 

 養育費相談支援センターにおいて、養育費の取り決め等に関する困難事例への

対応や、養育費相談にあたる人材育成のための研修等を行うことにより、母子家

庭等の自立の支援を図る。 

 

（２）自立を促進するための経済的支援      １８１，９０４百万円 

 ひとり親家庭の自立を支援するために児童扶養手当を支給する。また、母子家

庭や寡婦の自立を促進するため、技能取得等に必要な資金の貸付けを行う母子寡

婦福祉貸付金による経済的支援を行う。 

 

 

５ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

《８９，６７３百万円→９１，４９８百万円》 

 

（１）虐待を受けた子ども等への支援       ８５，８６２百万円 
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 ①地域における体制整備                            

市町村における児童虐待防止対策の推進を図るため、乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事業）等について引き続き支援を行うとともに、相談対

応職員の専門性の向上等を図る。 

 

 ②児童相談所の機能強化 

児童相談所の専門性を高めるため、弁護士、警察官ＯＢなどの雇い上げや家

族再統合のための支援など促進する。 

 

③児童家庭支援センターの拡充 

子どもや保護者に対する相談・支援体制を強化するため、児童家庭支援セン

ターの箇所数を増加させる（104箇所→108箇所）とともに、当該センターにお

ける心理療法担当職員による支援体制の強化を図る。 

 

④要保護児童等に対する社会的養護の充実        ８５，５９５百万円 

虐待を受けた児童など要保護児童等が入所する児童養護施設や里親等につい

て受け入れ児童数の拡大を図るとともに、施設におけるケア単位の小規模化や

退所児童等の自立に向けた支援等を推進する。 

 

（２）配偶者からの暴力（ＤＶ）防止        ５，６３６百万円 

婦人相談所の指導的立場にある職員に対する研修体制を充実させるとともに、

当該相談所における一時保護委託の充実を図る。 

 

 

６ 育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備（「仕事と家庭

の両立実現化プログラム」の実施） 

           《９，７８０百万円→９，６８９百万円》 

 

（１）両立支援に関する雇用管理の改善        ９，３５８百万円 
両立支援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、短時間勤務者や育児休

業取得者等に関する処遇等のベストプラクティスの普及等を行うとともに、賃金

等の処遇や代替職員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う両立支援

アドバイザー（仮称）（新規）を都道府県労働局に配置（１０７人）する。 

また、両立支援に取り組む事業主に対し、中小企業に重点を置いて助成金を支

給するとともに、「イクメンプロジェクト」の実施により男性の育児休業取得を促

進する社会的な気運を醸成する。 

 

（２）改正育児・介護休業法の円滑な施行        ３０３百万円 
改正育児・介護休業法に基づく制度の定着促進を図るとともに、企業への適正
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な制度運用に関する指導等を行う体制を整備することにより、育児休業等を理由

とする解雇、退職勧奨等の不利益取扱いへの対応を行う。 

 

（３）企業における次世代育成支援対策の推進       ２９百万円 
     次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定・届出等が行われるよう指導

を行うとともに、多くの事業主が次世代法に基づく認定を目指して取組を行うよう

周知・啓発に取り組む。 

 

 

（参考）【平成 22年度補正予算】 

○保育サービス等の基盤の整備と児童虐待の防止等           ９６８億円 

 平成 22 年度補正予算により「安心こども基金」を積み増すとともに、事業実施期

限を平成 23年度末まで延長する。 

 ・保育サービス等の充実                      ５６８億円 

 待機児童の解消を目指す「子ども・子育てビジョン」の目標達成に必要な保育所

の整備事業等を実施する（年間約 5万人の受入れ定員増等）。 

 ・すべての家庭を対象とした地域子育て支援の充実          ３００億円 

   地域の創意工夫による地域の子育て力を育む取組や体制整備等を充実する。 

 ・児童虐待防止対策の強化                     １００億円 

 子どもの安全確認の強化のための児童相談所や市町村の補助職員の雇い上げや

広報啓発、児童相談所や市町村の職員の資質の向上などを実施する。 
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１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進 

《６９５百万円→５５６百万円》 

 

（１）職場における男女雇用機会均等の推進       ３４０百万円 
   男女雇用機会均等法に基づく配置・昇進等の性差別禁止に関する事業主指導を強

化する。 

 

（２）ポジティブ・アクションの取組の推進       ２１５百万円 
     男女労働者の間に事実上生じている格差に対する認識を促すため、使用者団体・

業種別団体、労働組合と連携のもと格差の「見える化」を推進するとともに、格差

解消のためのポジティブ・アクションを促進する。 

 

 

２ 育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備（「仕事と家庭

の両立実現化プログラム」の実施）（再掲） 

 

 

３ パートタイム労働者等の均衡待遇の確保と正社員転換の推進 

《１，４７８百万円→１，９１０百万円》 
     パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保、正社員転換の実現を図るため、

パートタイム労働法に基づく的確な指導等を実施するとともに、短時間均衡待遇推進

等助成金及び中小企業雇用安定化奨励金を整理・統合して、「均衡待遇・正社員化推

進奨励金」を創設し、パートタイム労働者及び有期契約労働者の均衡待遇、正社員へ

の転換を一体的に推進する。また、短時間正社員を奨励対象として、その普及を図る。 

 

 

４ 多様な働き方に対する支援の充実  《２１０百万円→１８８百万円》 

  

（１）短時間正社員制度の導入・定着の促進（一部再掲） １４６百万円 
     短時間正社員制度の導入・定着を促進するため、助成措置による支援とともに、

導入企業の具体的事例に基づくノウハウの提供等を行う。 

 

（２）良好な在宅就業環境の確保              ４２百万円 
     良好な在宅就業環境の整備を図るため、「在宅ワークの適正な実施のためのガイ

ドライン」の周知を図るとともに、在宅就業者等に対するスキルアップ支援等や

在宅就業の仲介機関、在宅就業者それぞれの連携等を促進する。 

安安定定ししたた雇雇用用・・生生活活のの実実現現とと安安心心・・納納得得ししてて働働くくここととののででききるる環環境境整整備備 



５大臣合意

１．子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成23年度

予算に計上するとともに、平成23年度分の支給のための所要の法律案

を次期通常国会に提出する。

（１）３歳未満の子ども一人につき月額20,000円を、３歳以上中学校修了

までの子ども一人につき月額13,000円を支給する。

（２）所得制限は設けない。

（３）子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する

仕組みとし、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、

国、地方、事業主が費用を負担する。

（４）（３）以外の費用については、全額を国庫が負担する。

（５）公務員については、所属庁から支給する。

（６）保育料を子ども手当から直接徴収できるようにする。また、学校給

食費については本人の同意により子ども手当から納付することがで

きる仕組みとし、実効性が上がるような取組みを行う。

（７）支給対象となる子どもは、留学中の場合等を除き、国内に居住して

いることを要件とする。

（８）児童養護施設に入所している子ども等についても、法律に基づき支
給する。

（９）現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資

に実施する。

（１０）次世代育成支援対策交付金を改組し、地方が地域の実情に応じ
た子育て支援サービス（現物サービス）を拡充することができるよう
新たな交付金を設ける。

２．平成24年度以降における子ども手当の支給については、平成24年度

予算編成過程において改めて検討し、その結果に基づいて所要の法律

案を平成24年通常国会に提出する。

３．平成22年度税制改正による所得税・住民税の年少扶養控除の廃止

及び特定扶養控除の縮減による地方財政の増収分については、平成21
年12月23日付け４大臣合意における「最終的には子ども手当の財源とし

て活用することが、国民に負担増をお願いする趣旨に合致する。また、児

童手当の地方負担分についても、国、地方の負担調整を図る必要があ

る。」との趣旨を踏まえ、国、地方の適切な負担調整を行う。このうち平成

23年度の増収分については、地方特例交付金の減額（平成18年及び19
年の児童手当法の改正による負担の増大に対応する部分に限る。）その

他これに準ずる適切な措置を講じることにより国、地方の負担調整を行う。

４．平成23年度税制改正による所得税・住民税の成年扶養控除の縮減

及び所得税の給与所得控除の縮減に係る税制改正の趣旨を踏まえつ

つ、これによる地方財政の増収分については、地方財源であるという性

格にも鑑み、子ども手当に充てないが、各施策の見直しを行う中で、国、

地方の適切な役割分担・経費負担を実現するための検討を行い、その

結果と整合的な、一般財源化等の適切な措置を講ずる。このうち平成23
年度の地方財政の増収分については、３．に掲げる適切な措置を講じる。

あわせて、平成23年度厚生労働省予算の見直しにより所要額（200億
円）を確保する。

５．３．及び４．に掲げる地方財政の増収分のうち平成24年度以降の毎

年度の増収分については、２．に掲げる検討結果及び各施策の見直し

内容等に基づいて、平成24年度以降の各年度の予算編成過程におい

て取扱いを検討し、その結論を得て、順次措置する。

６．平成24年度以降の子ども手当の制度設計に当たっては、厚生労働省

をはじめとする関係府省と地方公共団体の代表者による会議の場にお

いて、子ども 手当及びそれに関連する現物サービスに係る国と地方の

役割分担及び経費負担のあり方を含め、子ども・子育て新システムの検

討との整合性を図りつつ、幅広く検討する。その際、国と地方の信頼関

係を損なうことのないよう、地方の意見を真摯に受け止め、国と地方が

十分な協議を行い、結論を得る。

７. 「平成23 年度予算の概算要求組替え基準について」（平成22年7月27
日閣議決定）のルールを踏まえ、厚生労働省の年金・医療等に係る経費

の高齢化等に伴う自然増については、３．に掲げる平成23年度分の地

方財政の増収分に係る措置を前提に、追加要求をできることとする。

平成22年12月20日

国家戦略担当大臣

総務大臣

財務大臣

厚生労働大臣

内閣府特命担当大臣
（少子化対策）

（別紙 ）



（１）子ども手当の支給
・３歳未満の子ども一人につき月額２万円を、３歳以上中学校修了前までの子ども一人につき月額１万３千円の子ども手当を
父母等に支給。（所得制限なし）
・支給等の事務は、市区町村（公務員は所属庁）。
・支払月は、平成２３年６月、１０月、平成２４年２月、６月。

（２）子ども手当については、児童手当分を児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担し、それ以外の費用に
ついては、全額を国庫が負担。（公務員については所属庁が負担）

（３）子どもに対しても国内居住要件を設ける（留学中の場合等を除く）。

（４）児童養護施設に入所している子ども等についても、施設の設置者等に支給する形で子ども手当を支給する。

（５）①未成年後見人や父母の指定する者（父母等が国外にいる場合に限る。）に対しても父母と同様（監護・生計同一）の要件
で子ども手当を支給する（父母等が国外に居住している場合でも支給可能）とともに、

②監護・生計同一要件を満たす者が複数いる場合には、子どもと同居している者に支給する（離婚協議中別居の場合、子
どもと同居する親に対して支給）。

（６）保育料を子ども手当から直接徴収できるようにする。また、学校給食費等については、本人の同意により子ども手当から納
付することができる仕組みとする。

（７）地域の実情に応じた子育て支援サービスを拡充するための交付金を設ける。

平成２３年度における子ども手当の支給等に関する法律案の概要

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するために、中学校修了前（※）までの子どもについて、平成２３年度分の子

ども手当を支給する等の所要の措置を講ずる。 ※ １５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者

概 要

施行日 平成２３年４月１日（（３）～（５）については、６月分から適用）

趣 旨



国 1兆6,362億円
（１兆4,867億円）

国

3,630億円
（ 3,311億円）

事業主
1,731億円

地方

5,549億円
（ 4,862億円）

児童手当分

２３年度における子ども手当について

上積み部分
（３歳未満・月額7,000円）

2,085億円
（ 1,887億円）

子育て支援サービス
（現物サービスの拡充）

○子ども手当給付費

給付総額 2兆9,356億円

（内訳）国負担分：2兆2,077億円、地方負担分： 5,549億円、事業主負担分： 1,731億円

子ども手当分

給付費
2兆9,356億円
（ 2兆6,658億円）

※  子ども手当に係る地方負担の増加分については特例交付金（2,038億円）を措置しており、それを加味した額。

※ （ ）は公務員を含めない場合の金額。（国家公務員 560億円、地方公務員 2,138億円）

※ 自治体における子ども手当の支給に係る事務に必要な経費として、子ども手当市町村事務取扱交付金等99億円を措置。
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す
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す
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厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
短
期
間
の
入
所
を
し
て
い
る
者
を
除
く
。
）

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
の
規
定
に
よ
り
同
法
に
規
定
す
る
救
護
施
設
（
以
下
「
救
護

（三）
施
設
」
と
い
う
。
）
若
し
く
は
更
生
施
設
（
以
下
「
更
生
施
設
」
と
い
う
。
）
に
入
所
し
、
又
は
売
春
防
止
法
（
昭
和

三
十
一
年
法
律
第
百
十
八
号
）
の
規
定
に
よ
り
同
法
に
規
定
す
る
婦
人
保
護
施
設
（
以
下
「
婦
人
保
護
施
設
」
と
い
う

。
）
に
入
所
し
て
い
る
子
ど
も
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
短
期
間
の
入
所
を
し
て
い
る
者
を
除
き
、
子
ど
も
の
み
で



構
成
す
る
世
帯
に
属
し
て
い
る
者
に
限
る
。
）

第
四

子
ど
も
手
当
の
支
給

一

支
給
要
件

イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲

子
ど
も
手
当
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
に
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、

（一）

日
本
国
内
に
住
所
を
有
す
る
場
合
に
限
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
四
条
第
一
項
関
係
）

げ
る
者
に
つ
い
て
は
、

イ

子
ど
も
（
施
設
入
所
等
子
ど
も
を
除
く
。
以
下
一
及
び
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
監
護
し
、
か
つ
、
こ
れ
と
生
計

を
同
じ
く
す
る
そ
の
父
又
は
母
（
当
該
子
ど
も
に
係
る
未
成
年
後
見
人
が
あ
る
と
き
は
、
未
成
年
後
見
人
と
す
る
。

以
下
同
じ
。
）

ロ

日
本
国
内
に
住
所
を
有
し
な
い
父
又
は
母
が
そ
の
生
計
を
維
持
し
て
い
る
当
該
子
ど
も
と
同
居
し
、
こ
れ
を
監
護

し
、
か
つ
、
こ
れ
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
者
（
当
該
子
ど
も
と
同
居
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
当
該
子
ど
も
を
監
護
し
、
か
つ
、
こ
れ
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
者
と
す
る
。
）
で
あ
っ
て
、
当
該
子

ど
も
の
生
計
を
維
持
し
て
い
る
父
又
は
母
が
指
定
す
る
も
の
（
当
該
子
ど
も
の
父
又
は
母
を
除
く
。
以
下
「
父
母
指

定
者
」
と
い
う
。
）



ハ

父
若
し
く
は
母
、
未
成
年
後
見
人
又
は
父
母
指
定
者
の
い
ず
れ
に
も
監
護
さ
れ
ず
又
は
こ
れ
と
生
計
を
同
じ
く
し

な
い
子
ど
も
を
監
護
し
、
か
つ
、
そ
の
生
計
を
維
持
す
る
者

ニ

施
設
入
所
等
子
ど
も
が
委
託
さ
れ
て
い
る
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
を
行
う
者
若
し
く
は
里
親
又
は
施
設
入

所
等
子
ど
も
が
入
所
し
て
い
る
児
童
福
祉
施
設
、
救
護
施
設
若
し
く
は
更
生
施
設
若
し
く
は
婦
人
保
護
施
設
（
以
下

「
児
童
福
祉
施
設
等
」
と
い
う
。
）
の
設
置
者
（
以
下
「
施
設
設
置
者
等
」
と
い
う
。
）

イ
又
は
ロ
の
場
合
に
お
い
て
、
父
及
び
母
並
び
に
父
母
指
定
者
の
う
ち
い
ず
れ
か
二
以
上
の
者
が
当
該
父
及
び
母

（二）

（一）
の
子
で
あ
る
子
ど
も
を
監
護
し
、
か
つ
、
こ
れ
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
と
き
は
、
当
該
子
ど
も
は
、
当
該
父
若
し
く
は

母
又
は
父
母
指
定
者
の
う
ち
い
ず
れ
か
当
該
子
ど
も
の
生
計
を
維
持
す
る
程
度
の
高
い
者
に
よ
っ
て
監
護
さ
れ
、
か
つ

、
こ
れ
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
も
の
と
み
な
す
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
四
条
第
二
項
関
係
）

に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
子
ど
も
が
、
当
該
父
若
し
く
は
母
又
は
父
母
指
定
者
の
う
ち
い
ず
れ
か
と
同
居
し
て
い
る

（三）

（二）
場
合
は
、
当
該
子
ど
も
は
、
当
該
同
居
し
て
い
る
父
若
し
く
は
母
又
は
父
母
指
定
者
に
よ
っ
て
監
護
さ
れ
、
か
つ
、
こ

れ
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
も
の
と
み
な
す
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
四
条
第
三
項
関
係
）

二

子
ど
も
手
当
の
額



子
ど
も
手
当
は
、
次
に
掲
げ
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
要
件
に
該
当
す
る
者
の
区
分
に
応
じ
、
月
を
単
位
と
し
て
支
給
す

る
も
の
と
し
、
そ
の
額
は
、
一
月
に
つ
き
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額
と
す
る
こ
と
。
（
第
五
条
関
係
）

一

イ
か
ら
ハ
ま
で
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
要
件
に
該
当
す
る
者
（
以
下
「
第
一
号
受
給
資
格
者
」
と
い
う
。

（一）

（一）

）

二
万
円
に
当
該
第
一
号
受
給
資
格
者
に
係
る
三
歳
に
満
た
な
い
子
ど
も
（
月
の
初
日
に
生
ま
れ
た
子
ど
も
に
つ
い

て
は
、
出
生
の
日
か
ら
三
年
を
経
過
し
な
い
子
ど
も
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
数
を
乗
じ
て
得
た
額
と
、
一
万
三
千

円
に
当
該
第
一
号
受
給
資
格
者
に
係
る
三
歳
以
上
の
子
ど
も
（
月
の
初
日
に
生
ま
れ
た
子
ど
も
に
つ
い
て
は
、
出
生
の

日
か
ら
三
年
を
経
過
し
た
子
ど
も
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
数
を
乗
じ
て
得
た
額
と
を
合
算
し
た
額

一

ニ
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
要
件
に
該
当
す
る
者
（
以
下
「
第
二
号
受
給
資
格
者
」
と
い
う
。
）

二
万
円

（二）

（一）

に
当
該
第
二
号
受
給
資
格
者
に
係
る
三
歳
に
満
た
な
い
施
設
入
所
等
子
ど
も
（
月
の
初
日
に
生
ま
れ
た
施
設
入
所
等
子

ど
も
に
つ
い
て
は
、
出
生
の
日
か
ら
三
年
を
経
過
し
な
い
施
設
入
所
等
子
ど
も
と
す
る
。
）
の
数
を
乗
じ
て
得
た
額
と

、
一
万
三
千
円
に
当
該
第
二
号
受
給
資
格
者
に
係
る
三
歳
以
上
の
施
設
入
所
等
子
ど
も
（
月
の
初
日
に
生
ま
れ
た
施
設

入
所
等
子
ど
も
に
つ
い
て
は
、
出
生
の
日
か
ら
三
年
を
経
過
し
た
施
設
入
所
等
子
ど
も
と
す
る
。
）
の
数
を
乗
じ
て
得

た
額
と
を
合
算
し
た
額



三

認
定

受
給
資
格
者
は
、
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
受
給
資
格
及
び
子
ど
も
手
当
の

第
一
号

（一）
額
に
つ
い
て
、
住
所
地
の
市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
認
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
条
第
一
項
関
係
）

第
二
号
受
給
資
格
者
は
、
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
受
給
資
格
及
び
子
ど
も
手
当
の

（二）
額
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
第
二
号
受
給
資
格
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
者
の
認
定
を
受
け
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
六
条
第
二
項
関
係
）

イ

小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
を
行
う
者

当
該
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
を
行
う
住
居
の
所
在
地
の
市
町

村
長

ロ

里
親

当
該
里
親
の
住
所
地
の
市
町
村
長

ハ

児
童
福
祉
施
設
等
の
設
置
者

当
該
児
童
福
祉
施
設
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長

四

支
給
及
び
支
払

市
町
村
長
は
、
三
の
認
定
を
し
た
第
一
号
受
給
資
格
者
又
は
第
二
号
受
給
資
格
者
（
以
下
「
受
給
資
格
者
」
と
い
う

（一）



。
）
に
対
し
、
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
を
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条
第
一
項
関
係
）

市
町
村
長
は
、
受
給
資
格
者
が
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
る
前
に
、
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
全
部

（二）
又
は
一
部
を
、
学
校
給
食
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
六
十
号
）
に
規
定
す
る
学
校
給
食
費
そ
の
他
の
学
校
教
育
に

伴
っ
て
必
要
な
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
費
用
（
以
下
「
学
校
給
食
費
等
」
と
い
う
。
）
又
は
児
童
福
祉
法
第
五
十
六

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
徴
収
す
る
費
用
（
市
町
村
の
支
弁
と
さ
れ
て
い
る
保
育
費
用
に
限
る
。
以
下
「
保
育
料
」
と

い
う
。
）
の
う
ち
受
給
資
格
者
が
当
該
受
給
資
格
者
に
係
る
子
ど
も
に
関
し
当
該
市
町
村
に
支
払
う
べ
き
も
の
の
支
払

に
充
て
る
旨
を
申
し
出
た
場
合
に
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
（
当
該
申
出
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
を
支
払
わ
ず
、
そ
の

有
す
る
当
該
受
給
資
格
者
の
当
該
費
用
に
係
る
債
権
の
弁
済
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条

第
二
項
関
係
）

市
町
村
長
は
、
受
給
資
格
者
が
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
る
前
に
、
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
全
部

（三）
又
は
一
部
を
、
学
校
給
食
費
等
の
う
ち
受
給
資
格
者
が
当
該
受
給
資
格
者
に
係
る
子
ど
も
に
関
し
当
該
子
ど
も
の
通
学

す
る
学
校
の
長
に
支
払
う
べ
き
も
の
の
支
払
に
充
て
る
旨
を
申
し
出
た
場
合
に
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
（
当
該
申
出
に

係
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
受
給
資
格
者
に
係
る
子
ど
も
の
通
学
す
る
学
校
の
長
に
対
し
て
支
払
う
こ
と
が
で
き
る
も



の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条
第
三
項
関
係
）

市
町
村
長
は
、
受
給
資
格
者
が
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
る
前
に
、
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
全
部

（四）
又
は
一
部
を
、
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年

法
律
第
七
十
七
号
）
に
規
定
す
る
私
立
認
定
保
育
所
に
支
払
う
保
育
料
の
う
ち
受
給
資
格
者
が
当
該
受
給
資
格
者
に
係

る
子
ど
も
に
関
し
当
該
子
ど
も
の
入
所
す
る
同
法
に
規
定
す
る
私
立
認
定
保
育
所
（
以
下
「
私
立
認
定
保
育
所
」
と
い

う
。
）
に
支
払
う
べ
き
も
の
の
支
払
に
充
て
る
旨
を
申
し
出
た
場
合
に
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
（
当
該
申
出
に
係
る
部

分
に
限
る
。
）
は
、
受
給
資
格
者
に
係
る
子
ど
も
の
入
所
す
る
私
立
認
定
保
育
所
に
対
し
て
、
支
払
う
こ
と
が
で
き
る

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条
第
四
項
関
係
）

子
ど
も
手
当
の
支
給
は
、
受
給
資
格
者
が
三
の
認
定
の
請
求
を
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
始
め
、
平
成
二
十

（五）
四
年
三
月
（
同
年
二
月
末
日
ま
で
に
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
を
支
給
す
べ
き
事
由
が
消
滅
し
た
場
合
に
は

、
当
該
子
ど
も
手
当
を
支
給
す
べ
き
事
由
が
消
滅
し
た
日
の
属
す
る
月
）
で
終
わ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条
第

六
項
関
係
）

子
ど
も
手
当
は
、
平
成
二
十
三
年
六
月
及
び
十
月
並
び
に
平
成
二
十
四
年
二
月
に
そ
れ
ぞ
れ
の
前
月
ま
で
の
分
を
、

（六）



同
年
六
月
に
同
年
二
月
分
及
び
三
月
分
を
、
そ
れ
ぞ
れ
支
払
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
前
支
払
期
月
に
支
払
う

べ
き
で
あ
っ
た
子
ど
も
手
当
又
は
支
給
す
べ
き
事
由
が
消
滅
し
た
場
合
に
お
け
る
そ
の
期
の
子
ど
も
手
当
は
、
そ
の
支

払
期
月
で
な
い
月
で
あ
っ
て
も
、
支
払
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
七
条
第
八
項
関
係
）

五

子
ど
も
手
当
の
額
の
改
定

子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
て
い
る
者
に
つ
き
、
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
額
が
増
額
又
は
減
額
す
る
こ

と
と
な
る
に
至
っ
た
場
合
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
額
の
改
定
は
、
そ
の
者
が
そ
の
改
定
後
の
額
に
つ
き
認
定
の
請
求
を

し
た
日
又
は
減
額
の
事
由
が
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
八
条
第
一
項
及
び
第
三

項
関
係
）

六

支
給
の
制
限
等

支
給
の
制
限
、
未
支
払
の
子
ど
も
手
当
の
支
払
、
支
払
の
調
整
、
不
正
利
得
の
徴
収
に
つ
い
て
規
定
す
る
も
の
と
す
る

こ
と
。
（
第
九
条
か
ら
第
十
三
条
ま
で
関
係
）

七

受
給
権
の
保
護

子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
る
権
利
は
、
譲
り
渡
し
、
担
保
に
供
し
、
又
は
差
し
押
さ
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
と



す
る
こ
と
。
（
第
十
四
条
関
係
）

八

公
課
の
禁
止

租
税
そ
の
他
の
公
課
は
、
子
ど
も
手
当
と
し
て
支
給
を
受
け
た
金
銭
を
標
準
と
し
て
、
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の

と
す
る
こ
と
。
（
第
十
五
条
関
係
）

九

公
務
員
に
関
す
る
特
例

公
務
員
に
つ
い
て
は
、
所
属
庁
が
子
ど
も
手
当
を
支
給
す
る
こ
と
。
（
第
十
六
条
関
係
）

第
五

費
用

一

子
ど
も
手
当
の
支
給
に
要
す
る
費
用
の
負
担

子
ど
も
手
当
の
支
給
に
要
す
る
費
用
（
第
六
の
二
に
よ
り
児
童
手
当
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
七
十
三
号
）
の
規

（一）
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手
当
又
は
同
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
と
み
な
さ
れ
る
部
分

の
支
給
に
要
す
る
費
用
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
国
が
負
担
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
子
ど

も
手
当
の
支
給
に
要
す
る
費
用
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
者
が
負
担
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
十
七
条
第
一
項

及
び
第
二
項
関
係
）



イ

各
省
各
庁
の
長
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
が
認
定
を
し
た
国
家
公
務
員
に
対
す
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
要
す

る
費
用

国

ロ

都
道
府
県
知
事
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
が
認
定
を
し
た
地
方
公
務
員
に
対
す
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
要
す

る
費
用

当
該
都
道
府
県

ハ

市
町
村
長
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
が
認
定
を
し
た
地
方
公
務
員
に
対
す
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
要
す
る
費

用

当
該
市
町
村

国
庫
は
、
予
算
の
範
囲
内
で
、
子
ど
も
手
当
に
関
す
る
事
務
の
執
行
に
要
す
る
費
用
を
負
担
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（二）
（
第
十
七
条
第
三
項
関
係
）

二

市
町
村
に
対
す
る
交
付

政
府
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市
町
村
に
対
し
、
市
町
村
長
が
支
給
す
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
要
す

（一）
る
費
用
の
う
ち
、
受
給
資
格
者
等
の
区
分
に
応
じ
て
定
め
る
割
合
に
相
当
す
る
額
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（

第
十
八
条
第
一
項
関
係
）

政
府
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市
町
村
に
対
し
、
市
町
村
長
が
支
給
す
る
子
ど
も
手
当
の
事
務
の
処
理

（二）



に
必
要
な
費
用
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
十
八
条
第
三
項
関
係
）

第
六

児
童
手
当
法
と
の
関
係

一

児
童
手
当
等
受
給
資
格
者
に
対
す
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
の
基
本
的
認
識

児
童
手
当
法
に
規
定
す
る
受
給
資
格
者
に
対
す
る
子
ど
も
手
当
に
関
し
て
は
、
児
童
手
当
等
の
給
付
の
額
に
相
当
す
る

部
分
が
児
童
手
当
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手
当
等
の
給
付
で
あ
る
と
い
う
基
本
的
認
識
の
下
に
、
こ
の
章
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
十
九
条
関
係
）

二

受
給
資
格
者
に
お
け
る
児
童
手
当
法
の
適
用

第
一
号
受
給
資
格
者
の
う
ち
児
童
手
当
法
の
児
童
手
当
の
受
給
資
格
者
（
所
得
の
制
限
の
規
定
に
よ
り
児
童
手
当
が

（一）
支
給
さ
れ
な
い
者
を
含
む
。
）
に
支
給
す
る
子
ど
も
手
当
の
額
の
う
ち
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
そ
の
者
に
対
し
て
支
給

さ
れ
る
べ
き
児
童
手
当
の
額
（
所
得
の
制
限
の
規
定
に
よ
り
児
童
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
当
該
所
得

の
制
限
の
規
定
の
適
用
が
な
い
と
し
た
な
ら
ば
支
給
さ
れ
る
べ
き
児
童
手
当
の
額
と
す
る
。
）
に
相
当
す
る
部
分
に
つ

い
て
は
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手
当
と
み
な
し
、
児
童
手
当
法
の
一
部
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の
と
す

る
こ
と
。
（
第
二
十
条
第
一
項
関
係
）



第
一
号
受
給
資
格
者
の
う
ち
児
童
手
当
法
の
小
学
校
修
了
前
特
例
給
付
受
給
資
格
者
（
所
得
の
制
限
の
規
定
に
よ
り

（二）
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
が
支
給
さ
れ
な
い
者
を
含
む
。
）
に
支
給
す
る
子
ど
も
手
当
の
額
の
う
ち
、
同
法
の
規
定

に
よ
り
そ
の
者
に
対
し
支
給
さ
れ
る
べ
き
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
の
額
（
所
得
の
制
限
の
規
定
に
よ
り
児
童
手
当

に
相
当
す
る
給
付
が
支
給
さ
れ
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
所
得
の
制
限
の
規
定
の
適
用
が
な
い
と
し
た
な
ら
ば
支
給
さ
れ

る
べ
き
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
の
額
と
す
る
。
）
に
相
当
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す

る
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
と
み
な
し
、
児
童
手
当
法
の
一
部
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十

条
第
二
項
関
係
）

第
四
の
一
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
第
四
の
一

イ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
父
若
し
く
は
母
（
以
下
「
同
居
父

（三）

（三）

母
」
と
い
う
。
）
と
し
て
の
第
一
号
受
給
資
格
者
、
第
四
の
一

イ
に
該
当
す
る
未
成
年
後
見
人
（
以
下
「
生
計
同
一

（一）

未
成
年
後
見
人
」
と
い
う
。
）
と
し
て
の
第
一
号
受
給
資
格
者
又
は
生
計
同
一
父
母
指
定
者
と
し
て
の
第
一
号
受
給
資

格
者
に
支
給
す
る
子
ど
も
手
当
（
当
該
第
一
号
受
給
資
格
者
に
係
る
子
ど
も
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下

及
び

に

（三）

（四）

お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
の
額
の
う
ち
当
該
第
一
号
受
給
資
格
者
が
児
童
手
当
法
に
規
定
す

る
受
給
資
格
者
で
あ
る
と
し
た
な
ら
ば
同
法
の
規
定
に
よ
り
こ
れ
ら
の
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
べ
き
児
童
手
当
の
額



に
相
当
す
る
部
分
を
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手
当
と
み
な
し
、
児
童
手
当
法
の
一
部
の
規
定
を
適
用
す

る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
条
第
三
項
関
係
）

同
居
父
母
と
し
て
の
第
一
号
受
給
資
格
者
、
生
計
同
一
未
成
年
後
見
人
と
し
て
の
第
一
号
受
給
資
格
者
又
は
生
計
同

（四）
一
父
母
指
定
者
と
し
て
の
第
一
号
受
給
資
格
者
に
支
給
す
る
子
ど
も
手
当
に
つ
い
て
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
の
額
の
う

ち
当
該
第
一
号
受
給
資
格
者
が
児
童
手
当
法
に
規
定
す
る
小
学
校
修
了
前
特
例
給
付
受
給
資
格
者
で
あ
る
と
し
た
な
ら

ば
同
法
の
規
定
に
よ
り
こ
れ
ら
の
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
べ
き
給
付
の
額
に
相
当
す
る
部
分
を
、
同
法
の
規
定
に
よ

り
支
給
す
る
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
と
み
な
し
、
児
童
手
当
法
の
一
部
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
第
二
十
条
第
四
項
関
係
）

第
二
号
受
給
資
格
者
に
支
給
す
る
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
に
つ
い
て
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
の
額
の
う

（五）
ち
当
該
第
二
号
受
給
資
格
者
が
児
童
手
当
法
に
規
定
す
る
受
給
資
格
者
で
あ
る
と
し
た
な
ら
ば
同
法
の
規
定
に
よ
り
こ

れ
ら
の
者
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
べ
き
児
童
手
当
の
額
に
相
当
す
る
部
分
を
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手

当
と
み
な
し
、
児
童
手
当
法
の
一
部
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
条
第
五
項
関
係
）

第
二
号
受
給
資
格
者
に
支
給
す
る
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
に
つ
い
て
は
、
当
該
子
ど
も
手
当
の
額
の
う

（六）



ち
五
千
円
に
当
該
第
二
号
受
給
資
格
者
に
係
る
小
学
校
修
了
前
特
例
給
付
支
給
要
件
児
童
の
数
を
乗
じ
て
得
た
額
に
相

当
す
る
部
分
を
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
る
児
童
手
当
に
相
当
す
る
給
付
と
み
な
し
、
児
童
手
当
法
の
一
部
の
規

定
を
適
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
条
第
六
項
関
係
）

三

平
成
二
十
三
年
度
の
月
分
の
児
童
手
当
等
の
支
給
に
お
け
る
特
例

児
童
手
当
等
の
受
給
資
格
者
は
、
平
成
二
十
三
年
度
分
の
児
童
手
当
等
に
つ
い
て
、
児
童
手
当
等
の
支
給
要
件
に
該
当

し
な
い
も
の
と
み
な
す
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
一
条
関
係
）

第
七

子
育
て
支
援
対
策
交
付
金
の
交
付

国
は
、
子
ど
も
手
当
の
支
給
と
相
ま
っ
て
、
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
の
支
援
に
資
す
る
よ
う
、
市

町
村
又
は
都
道
府
県
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
経
費
に
充
て
る
た
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
予
算
の
範

囲
内
で
、
子
育
て
支
援
対
策
交
付
金
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
三
条
関
係
）

一

保
育
の
実
施
へ
の
需
要
が
増
大
し
て
い
る
市
町
村
に
お
け
る
保
育
の
事
業
の
実
施
に
要
す
る
経
費

二

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
二
十
号
）
に
規
定
す
る
市
町
村
行
動
計
画
に
基
づ
く
措
置
の

実
施
に
要
す
る
経
費



三

一
又
は
三
の
経
費
の
ほ
か
、
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
の
支
援
の
た
め
に
市
町
村
又
は
都
道
府
県

が
実
施
す
る
事
業
の
実
施
に
要
す
る
経
費

第
八

雑
則

一

子
ど
も
手
当
に
係
る
寄
附

第
一
号
受
給
資
格
者
が
、
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
を
支
援
す
る
た
め
、
当
該
第
一
号
受
給
資

（一）
格
者
に
子
ど
も
手
当
を
支
給
す
る
市
町
村
に
対
し
、
子
ど
も
手
当
の
支
払
を
受
け
る
前
に
、
当
該
市
町
村
に
寄
附
す
る

旨
を
申
し
出
た
と
き
は
、
当
該
市
町
村
は
、
当
該
寄
附
を
受
け
る
た
め
、
第
一
号
受
給
資
格
者
が
支
払
を
受
け
る
べ
き

子
ど
も
手
当
の
額
の
う
ち
当
該
寄
附
に
係
る
部
分
を
、
第
一
号
受
給
資
格
者
に
代
わ
っ
て
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
四
条
第
一
項
関
係
）

市
町
村
は
、

に
よ
り
受
け
た
寄
附
を
、
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
を
支
援
す
る
た
め
に
使
用

（二）

（一）

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
四
条
第
二
項
関
係
）

二

第
二
号
受
給
資
格
者
が
国
又
は
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
現
金
の
保
管

第
二
号
受
給
資
格
者
が
国
又
は
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
第
二
号
受
給
資
格
者
が
、
そ
の
受
給
資



格
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
支
払
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
第
二
号
受
給
資
格
者
に
委
託
さ
れ
、
又
は
入
所
し
て
い
る
施
設

入
所
等
子
ど
も
に
対
し
て
第
四
の
四

に
よ
り
当
該
子
ど
も
手
当
（
当
該
施
設
入
所
等
子
ど
も
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
額

（一）

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
が
支
給
さ
れ
た
も
の
と
み
な
し
て
、
当
該
施
設
入
所
等
子
ど
も
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
額
に
相

当
す
る
現
金
を
保
管
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
五
条
関
係
）

三

児
童
福
祉
法
の
保
育
料
の
徴
収
の
特
例

児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
り
保
育
料
を
徴
収
す
る
場
合
に
お
い
て
、
第
四
の
三
の
認
定
を
受
け
た
第
一
号
受
給
資
格
者

が
保
育
料
を
支
払
う
べ
き
扶
養
義
務
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
市
町
村
長
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
扶
養

義
務
者
に
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
子
ど
も
手
当
の
支
払
を
す
る
際
に
保
育
料
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
第
二
十
六
条
第
一
項
関
係
）

四

時
効
等

時
効
、
期
間
の
計
算
、
不
服
申
立
て
と
訴
訟
と
の
関
係
、
受
給
資
格
者
の
届
出
、
市
町
村
長
の
調
査
及
び
資
料
の
提
供

等
、
公
務
員
に
子
ど
も
手
当
を
支
給
す
る
所
属
長
の
厚
生
労
働
大
臣
へ
の
報
告
並
び
に
都
道
府
県
知
事
及
び
市
町
村
長
の

意
見
の
申
出
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
二
十
七
条
か
ら
第
三
十
三
条
ま
で
関
係
）



事
務
の
区
分

五

か
ら

ま
で
の
支
給
を
除
く
）
、
不
正
利
得
の
徴
収
、
届
出
又
は
資
料
の

子
ど
も
手
当
の
認
定
、
支
給
（
第
四
の
四

（二）

（五）

市
町
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務
（
受
給
資
格
者
が
公
務
員
で
あ
る
場
合
の
所
属
庁

提
供
等
の
規
定
に
よ
り

が
行
う
認
定
等
に
関
す
る
事
務
を
含
む
。
）
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
に
規
定
す
る
第
一

号
法
定
受
託
事
務
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
四
条
関
係
）

六

厚
生
労
働
省
令
へ
の
委
任

こ
の
法
律
に
特
別
の
規
定
が
あ
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
実
施
の
た
め
の
手
続
そ
の
他
そ
の
執
行
に
つ
い
て

必
要
な
細
則
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十
五
条
関
係
）

罰
則

七

偽
り
そ
の
他
不
正
の
手
段
に
よ
り
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
受
け
た
者
は
、
三
年
以
下
の
懲
役
又
は
三
十
万
円
以
下
の
罰

金
に
処
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
刑
法
に
正
条
が
あ
る
と
き
は
、
刑
法
に
よ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
十

六
条
関
係
）

第
八

そ
の
他



そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

第
九

施
行
期
日
等

一

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
四
に
つ
い
て
は
公
布
の
日
か

ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
一
条
関
係
）

二

検
討

政
府
は
、
子
ど
も
手
当
の
平
成
二
十
四
年
度
以
降
の
制
度
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い

て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
二
条
関
係
）

三

経
過
措
置
及
び
関
係
法
律
の
整
備

同
居
父
母
、
未
成
年
後
見
人
、
父
母
指
定
者
及
び
施
設
設
置
者
等
の
認
定
を
平
成
二
十
三
年
六
月
分
の
子
ど
も
手
当
か

ら
始
め
る
も
の
と
し
、
又
、
施
行
日
の
前
日
に
お
け
る
平
成
二
十
二
年
度
に
お
け
る
子
ど
も
手
当
の
支
給
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
る
子
ど
も
手
当
の
受
給
者
が
、
施
行
日
に
お
い
て
第
四
の
一
の
支
給
要
件
に
該
当
す
る
と
き
は
、
子
ど
も
手

当
の
認
定
の
請
求
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
し
、
施
行
日
の
属
す
る
月
か
ら
子
ど
も
手
当
の
支
給
を
始
め
る
も
の
と
す
る
な



ど
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
と
と
も
に
、
関
係
法
律
に
つ
い
て
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行

う
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
三
条
か
ら
第
二
十
条
ま
で
関
係
）

も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（

四

三
に
定
め
る

附
則
第
二
十
一
条
関
係
）



■ すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子ども・子育てを社会全体で支援
○ すべての子ども・子育て家庭への支援（子ども手当、一時預かりなど）
○ 幼稚園・保育所の一体化（こども園（仮称））
○ 社会全体での費用負担
○ 関係者（地方公共団体、労使団体、子育て当事者、ＮＰＯ等子育て支援者等）の参画
（子ども・子育て会議（仮称））

■ 切れ目のないサービス・給付を保障
○ 妊娠～出産～保育～放課後対策まで切れ目なく細やかなサービスを提供

■ 地域の多様なニーズに応じたサービス
○ ニーズに応じた多様な保育サービス

■ 基礎自治体（市町村）中心

■ 政府の推進体制・財源を一元化
○ 制度ごとにバラバラな政府の推進体制、財源を一元化

■ ワーク・ライフ・バランスの実現

基本的な考え方

子ども・子育て新システムについて



基本設計

■ 子ども子育てを社会全体で支援する一元的な制度の構築～制度・財源・給付の一元化の実現～

○ 子ども・子育て会議（仮称）の設置を検討

・ 地方公共団体、労使代表、子育て当事者、ＮＰＯ等の子育て支援当事者等が、子育て支援の政策プロセス等に参画・関与

することができる仕組みとして国に子ども・子育て会議（仮称）を設置することを検討
・ 地方においても関係者が関与できる仕組みを検討

○ 社会全体（国・地方・事業主・個人）による費用負担
・ 社会全体（国・地方・事業主・個人）により必要な費用を負担
・ 国及び地方の恒久財源の確保を前提とした実施
・ 子ども・子育て勘定（仮称）から、市町村が自由度を持って必要な給付を行うことができるよう、子ども・子育て包括交付金
（仮称）として必要な費用を包括的に交付
・ 市町村は、必要な費用を確保し、地域の実情に応じた給付を実施

○ 国と都道府県の役割 ～実施主体の市町村を重層的に支える仕組み～

・ 広域自治体として、市町村支援事業（広域調整、情報提供など）を実施
・ 都道府県が主体となって行う事業を実施（社会的養護など）

○ 市町村の権限と責務
・ 自由度を持って、地域の実情に応じた給付設計
・ 住民にサービス・給付を提供・確保

① 必要な子どもにサービス・給付を保障する責務
② 質の確保されたサービスの提供責務
③ 適切なサービスの確実な利用支援する責務
④ サービスの費用・給付の支払い責務
⑤ 計画的なサービス提供体制の確保・基盤整備責務

・ 新システムの制度設計
・ 市町村への子ども・子育て包括交付金（仮称）の交付等、制度の円滑な運営のために必要な支援

【国】

【都道府県】



子ども・子育て勘定（仮称）

国
一般会計

労使
事業主
本 人

拠出金

負担金・
補助金

＜財源の一元化＞

子ども・子育て包括交付金（仮称）
新システム事業計画の実施に必要な費用を交付

都道府県
一般会計

中央
子ども・子育て会

議（仮称）

市町村（基礎自治体）
（市町村負担分とあわせて予算計上）

子ども・子育て支援の給付・サービスを包括的・一元的に実施

負担金・
補助金 実施主体

地方
関係者の関与
の仕組み

ex:事業方針審議、
事業評価 など

子ども・子育て新システムのイメージ



○ サービスの確実な保障＝市町村による認定
○ 市町村関与の下、利用者と事業者の間の

公的幼児教育・保育契約（仮称）
○ 市町村が適切なサービスの確実な利用を支援
○ 利用者補助方式と公定価格を基本とした現物給付

･･･サービスの多様化の観点を踏まえた柔軟な制度設計と多
様なサービスの特性への配慮

利用者の選択に基づく給付の保障

○ 指定事業者の仕組みの導入
（多様なサービス類型ごとの基準）

○ イコールフッティング
・施設整備費の在り方の見直し、運営費の使途範囲の自由度の確保

○ 撤退規制、情報開示等のルール化
○ 質の向上の検討

多様な事業者の参入によるサービス基盤の整備

【給付の全体像】

・ 乳児家庭全戸訪問事業、地域子育て支援拠点事業、児
童館 等

・ 新システムの事業として市町村の独自給付

■ 出産・育児に係る休業に伴う給付（仮称）

■ 放課後児童給付（仮称）

小規模保育、短時間利用者向け保育、早朝・夜間・休日
保育、事業所内保育、広域保育、病児・病後児保育 等

・ 給付の一体化･･･・幼保一体給付（仮称）
・ 幼稚園・保育所の一体化（こども園（仮称））
・ こども指針（仮称）の創設

等

■ 幼保一体給付（仮称）

多様な保育サービス

こども園（仮称）

・ すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を提供

■子ども手当（現金）

■ 子育て支援（一時預かり等）

■ 妊婦健診

■ その他の子育て支援

給付設計
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